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参考資料 2 

 

原子力委員会の行う評価の法令上の根拠について 

 

 

（参考 1）特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針（抜粋；原子力委員会に関する部

分） 

   最終処分に対する信頼性を確保する観点から、処分技術に関する評価とともに、概

要調査地区等の選定における手続きの遵守や適切な情報提供の確保等に関する評価が

継続的に実施され、その情報が国民及び関係住民に対して適切に開示されることが重

要である。この観点から、原子力委員会は、最終処分計画の改定に際しては、その時

点までの技術開発の状況や概要調査地区等の選定の状況を踏まえ、意見の多様性及び

専門性を確保しつつ審議を行い、その妥当性について評価を行った上で、法の規定に

基づき経済産業大臣に意見を述べるものとする。また、評価の継続性を確保するため、

関係行政機関、機構及び関係研究機関は、それぞれが実施する技術開発や概要調査地

区等の選定に向けた調査の実施その他の活動の状況を定期的に原子力委員会に報告し、

評価を受け、その信頼性を高めることが重要である。 

 

（参考 2）特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律（抜粋） 

（最終処分計画）  

第四条  経済産業大臣は、基本方針に即して、経済産業省令で定めるところにより、

五年ごとに、十年を一期とする特定放射性廃棄物の最終処分に関する計画（以下「最

終処分計画」という。）を定め、これを公表しなければならない。  

２  （略） 

３  経済産業大臣は、最終処分計画を定めようとするときは、あらかじめ、原子力委

員会（前項第四号に掲げる事項で安全の確保のための規制に関するものにあっては、

原子力規制委員会）の意見を聴かなければならない。  

 

（参考 3）特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針（抜粋；原子力規制委員会に関す

る部分） 

   原子力規制委員会は、最終処分に関する安全の確保のための規制に関する事項につ

いて、順次整備し、それを厳正に運用することが必要である。原子力規制委員会は、

概要調査地区等の選定が合理的に進められるよう、その進捗に応じ、将来の安全規制

の具体的な審査等に予断を与えないとの大前提の下、概要調査地区等の選定時に安全

確保上少なくとも考慮されるべき事項を順次示すことが適当である。また、国は、特

定放射性廃棄物の最終処分に関する安全性の確保のための取組について、情報の公開

に努め、国民との相互理解を深めるように努めるものとする。 
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（参考 4）原子力委員会設置法（抜粋） 

（所掌事務）  

第二条 委員会は、次の各号に掲げる事項（安全の確保のうちその実施に関するもの

を除く。）について企画し、審議し、及び決定する。  

一 原子力利用に関する政策に関すること。  

二 関係行政機関の原子力利用に関する事務の調整に関すること。  

三 原子力利用に関する資料の収集及び調査に関すること。  

四 前三号に掲げるもののほか、法律（法律に基づく命令を含む。）に基づき委員会

に属させられた事務その他原子力利用に関する重要事項に関すること。 

 

（原子力規制委員会への通知等）  

第二十六条 委員会は、第二条各号に掲げる事項のうち、原子力利用における安全の

確保に関係がある事項について企画し、又は審議したときは、その旨及び内容を原

子力規制委員会に通知しなければならない。  

２ 委員会は、第二条各号に掲げる事項のうち、原子力利用における安全の確保に関

係がある事項について決定しようとするときは、あらかじめ、原子力規制委員会の

意見を聴かなければならない。 

 

（以上） 


